
経済局　令和８年度　局運営方針

１　主な現状と課題

（１）東日本連携による経済交流の促進

　本市は、北海道、東北、上信越、北陸地方と新幹線で結ばれており、広域的な
道路網も充実しています。また、国の「首都圏広域地方計画」において、「大
宮」は東日本の玄関口として位置づけられており、総合振興計画に掲げる「東日
本の中枢都市」実現のため、地域活性化の推進や交流人口の拡大に向けた各種施
策を推進しています。今後も、他自治体等と連携しながら、地域資源を活用・発
信していくとともに、市内外の多様な交流を促進していくことが必要です。
　現在、本市の人口は増加していますが、今後は人口減少に転じるとともに、急
速に高齢化が進展する見込みです。このため、少子高齢化社会を支えるための社
会的基盤整備が求められています。さらに、物価高等による市内経済への影響は
大きく、地域経済の成長と発展のために、地域の経済や雇用を支える中小企業者
の経営基盤強化に向けた意欲的な取組を支援する必要性が一層高まっています。
また、商店会をはじめとした地域商業の活性化のために、地域資源や各種イベン
トとの連携を通じ、市内消費の拡大とにぎわいの創出に向けた取組を支援する必
要があります。そうした中、戦略的企業誘致や産業集積拠点整備などの施策を展
開し、新たな産業の創出や現在の産業を持続的に成長させる取組を推進すること
が必要です。
　市内の就労状況に目を向けると、雇用を取り巻く課題は複雑化しています。女
性、若年者、就職氷河期世代を含む中高年者等のあらゆる求職者への就労支援の
充実及び求職者と市内中小企業等のマッチングを図り、人材の獲得から職場定着
までの人材確保支援が必要です。
　観光需要については、国内外からの本市への誘客による市内経済の活性化を図
るために、特に本市への滞在時間の延長や、夜間の経済活動であるナイトタイム
エコノミー活性化の観点を踏まえ、事業を実施する必要があります。
　農業に関しては、本市も高齢化や農業就業人口の減少に直面しており、他産業
と比較して生産性が劣るなど多くの課題を抱えています。農業経営を安定化させ
るためには、農業の担い手の確保・育成が喫緊の課題であり、農業基盤整備にも
取り組む必要があります。さらに、農業所得を向上させるためには、大消費地に
近接する立地特性を生かした地産地消の推進、近年ニーズが高まっているスマー
ト農業の支援、環境に配慮した農業の振興など、幅広い支援に取り組むことが必
要です。

　東日本の「ヒト・モノ・情報」が集まる「東日
本連携センター（まるまるひがしにほん）」を拠
点に、東日本地域との広域連携による効果的な情
報発信と市内企業の取引拡大等を通じて、経済交
流・市内経済活性化の更なる促進を図る必要があ
ります。また、東日本の魅力を発信するハブ拠点
としての機能を備えた地域経済活性化拠点を整備
することで、市内外の交流を促し、本市と東日本
地域の経済活性化につなげる必要があります。 東日本連携センター

（まるまるひがしにほん）
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（２）広域観光周遊の促進

（３）地域資源の活用などによる都市活力の向上

（４）戦略的な企業誘致の推進

　商店街の活性化及びにぎわいの創出を図るた
め、地域の特色を生かしたイベント等を実施する
とともに、商店会等が実施するイベントや共同施
設整備に対する補助などの支援を行う必要があり
ます。
　また、多彩な地域資源を生かした取組により市
外からの来訪者を増加させ、交流人口の拡大によ
る地域経済の活性化を図る必要があります。

　将来にわたって本市の財政基盤の強化、雇用機会の創出及び地域経済の活性化
を図るため、本市の持つ優位性を生かした企業誘致活動を実施していく必要があ
ります。
　また、オフィス・用地等の不足に対応し計画的な企業誘致を図るため、官民連
携による産業集積拠点を創出していく必要があります。

　本市をはじめとする東日本連携都市
への誘客を促進し、交流人口の拡大に
よる地域経済の活性化を図るため、東
日本地域の知名度向上、周遊促進に向
け連携して取り組む必要があります。

企業立地件数

20年間 243件

（約12件／年）

企業誘致活動による立地実績（2005～2024）

東日本連携都市の地域資源を紹介する

Ｗｅｂサイト・ＳＮＳ「つなぐ旅‐東日本‐」

地域資源を活用した商業活性化事業

0

5

10

15

20

25
（件）

-95-



（５）中小企業、成長産業の支援

（６）就労の推進と誰もが働きやすい環境づくり

　ライフステージにより就労条件が変化する女性や、就職氷河期世代を含む中高
年者、不安定な雇用状況にある若年者など、あらゆる世代・状況に応じた就労支
援を実施するとともに、中小企業等の人材確保のため、就労・職場定着に資する
支援を実施する必要があります。
　また、学齢期から職業・勤労意識の醸成を図り、産業人材の育成を支援する必
要があります。
　さらに、働きやすい環境づくりを推進するため、市内中小企業等に勤務する者
の福祉向上を図る必要があります。

　今後の人口減少や生産年齢人口の減少、労働生産性の低迷等の課題に加え、物
価高騰等により社会経済が変化する中でも地域が持続的な発展を遂げるために、
中小企業の経営安定化や成長に向けた支援を行う必要があります。
　また、独創性・革新性に優れた技術を持つ研究開発型ものづくり企業をリー
ディングエッジ企業として認証し、研究開発や国内外における販路拡大等を支援
するほか、中小企業の事業機会を拡大し、地域産業の活性化につなげるため、医
療機器等の成長産業への新規参入、オープンイノベーションによるビジネスマッ
チングを支援する必要があります。
　さらに、イノベーション創出による産業競争力強化のため、産学官金等の連携
による高度人材の育成や新技術・新製品開発に向けた支援を行う必要がありま
す。

令和7年度

さいたま市リーディングエッジ企業

認証式

早期起業家教育事業における

商品販売会

就労支援施設

「ワークステーションさいたま」

国際医療機器部品展示会

ＣＯＭＰＡＭＥＤ（ドイツ開催）

さいたま市ブース
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（７）外国人市民が暮らしやすいまちづくり

（８）農業の担い手の確保・育成、地産地消の推進

　現在の本市の外国人市民は約38,000人、総人口の約2.8％であり、今後も増加す
ると見込まれています。令和元年度に実施したアンケート調査によると、日本人
市民と外国人市民の交流の関心が高い一方で、「多文化共生」の認知状況につい
てはやや低い状況にあることから、日本人市民と外国人市民の交流の機会創出に
取り組むとともに、国際化の進展に必要な「多文化共生」の周知に向けた啓発活
動を実施する必要があります。
　また、多言語生活相談や日本語教室の実施等、地域で生活するために必要な支
援を得られる場を提供する必要があります。

　首都圏という大消費地において行う本市の都市農業を持続的に発展させていく
ため、認定農業者や農業後継者等の支援により担い手の確保・育成に取り組む必
要があります。
　また、農の魅力を発信し、市内外からの来訪者を増やすため、市内産農産物の
直売機能や観光農園等の情報発信機能等を備えた施設整備を推進していく必要が
あります。
　さらに、農産物の安全・安心な生産や環境と調和のとれた持続性の高い農業生
産活動の支援を行うとともに、農情報の積極的な発信やブランド化により地産地
消を推進する必要があります。

さいたま市発祥のさつまいも

「紅赤」

農情報ガイドブック

「トレトリ」

地産地消の日ロゴマーク

毎月19日は「地産地消の日」

日本語教室 日本の文化的体験を通した交流活動
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（９）食を安定的に供給するための基盤整備

　安全な農作物を安定的に供給するため、農業生産性や水路機能等を向上させて
いく必要があります。
　また、食肉中央卸売市場・と畜場では、老朽化した施設の適切な維持管理と、
安全な食の供給のための継続的な衛生管理を行っていく必要があります。

水路機能

の向上
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２　基本方針・区分別主要事業

（１）東日本連携による経済交流の促進
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

1 総振 23,148 21,822 Ⅱ-292
(20,901) (21,822)

〔経済政策課〕

2 拡大 66,549 56,231 Ⅱ-292
総振 (66,549) (56,231)

〔経済政策課〕

3 拡大 地域経済活性化拠点の整備 78,112 18,501 Ⅱ-288
総振 (78,112) (18,501)

（２）広域観光周遊の促進
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

4 総振 東日本連携による誘客促進 21,454 20,228 Ⅱ-297
〔観光国際課〕 (11,841) (20,228)

（３）地域資源の活用などによる都市活力の向上
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

5 総振 77,703 82,341 Ⅱ-293
(77,285) (81,923)

〔経済政策課〕

6 総振 96,552 129,058 Ⅱ-295
(49,249) (126,558)

〔商業振興課〕

№ 区分

令和８年度 令和７年度

にぎわい交流館いわつきの管理運営を指定管理
者により適切に行います。また、地域情報の発
信や、まちのにぎわいを創出する各種事業を行
います。

本市を含む東日本連携都市の観光資源等を活用
した共同プロモーションなどの実施により、観
光誘客を促進し、地域経済の活性化を図りま
す。

令和８年度 令和７年度

東日本連携の推進による地
域経済活性化

地方創生に向けた東日本連
携センターの運営

№ 区分

　東日本の中枢都市を実現するため、東日本連携による経済交流や広域観光周遊の促進、地域資源を活用したにぎわ
いの創出により、地域活性化の推進及び交流人口の拡大を図ります。
　少子高齢化社会を支える基盤整備のため、就労支援の充実や市内中小企業等の人材確保の支援に加え、企業誘致や
新たな産業創出を推進します。
　都市農業の持続的発展のため、農業の担い手の確保・育成及び農情報の積極的な発信に取り組むとともに、安全・
安心な農産物の生産等の支援を通じて地産地消を推進します。

「東日本連携・創生フォーラム」を開催すると
ともに、東日本地域の商材の販路拡大やビジネ
ス交流を進めることで、東日本全体の地域経済
を活性化します。

東日本連携センター（まるまるひがしにほん）
を拠点に「ヒト・モノ・情報」の交流・発信を
促進し、東日本地域との経済交流の活性化を図
ります。

地域経済活性化拠点の整備に伴う、用地取得の
ための土地評価業務、路線測量調査業務、周辺
地域の活用検討業務等を実施します。

№ 区分 説明令和８年度 令和７年度

〔宮ヶ谷塔地区経済活性化
拠点整備室〕

にぎわい交流館いわつき管
理業務

地域の特色を生かした商業
活性化

商店街の活性化及びにぎわいの創出を図るた
め、地域の特色を生かしたイベント等を実施す
るとともに、商店会等が実施するイベントや共
同施設整備に対する支援を行います。

説明

説明

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

7 拡大 17,642 7,088 Ⅱ-295
総振 (4,656) (7,088)

〔商業振興課〕

8 拡大 164,318 141,516 Ⅱ-296
総振 (164,318) (141,516)

〔地域活性化推進課〕

9 新規 40,000 0 Ⅱ-296
総振 (40,000) (0)

〔地域活性化推進課〕

10 拡大 170,766 258,117 Ⅱ-296
総振 (129,366) (258,117)

〔地域活性化推進課〕

11 拡大 464,543 571,898 Ⅱ-296
総振 (464,543) (571,898)

〔地域活性化推進課〕

12 総振 インバウンド促進事業 10,439 15,300 Ⅱ-297
〔観光国際課〕 (6,430) (14,900)

13 総振 ＭＩＣＥの更なる推進 20,176 16,943 Ⅱ-297
〔観光国際課〕 (20,176) (16,943)

14 総振 25,011 22,154 Ⅱ-297
(12,406) (22,154)

〔観光国際課〕

15 総振 450 50,606 Ⅱ-297
(12) (50,606)

〔観光国際課〕

16 新規 1,087 0 Ⅱ-297
(544) (0)

〔観光国際課〕

（公社）さいたま観光国際協会と連携し、コン
ベンションをはじめとするＭＩＣＥの誘致促進
を図ります。また、受入環境整備を促進するた
め、宿泊事業者等への誘致活動を展開します。

国内外からの観光誘客の促進を図るとともに、
関係人口を増加させることにより、地域経済の
活性化を図ります。

大宮盆栽の魅力発信事業の
実施

本市の魅力ある盆栽の振興を図るため、大宮盆
栽のブランド強化に向けた取組を実施します。

本市オリジナルの香りについて、都市イメージ
の向上や誘客促進等につなげるため、市内外に
向けて広くＰＲします。

市民アプリを活用した市民
生活の利便性向上

デジタル地域通貨を通じた市民生活支援や各種
キャンペーン等に要する経費を補助します。

外国人観光客を増加させるため、本市の魅力的
な観光資源について、プロモーションを実施し
ます。

行政サービス等との連携を進めるために、市民
アプリ機能向上を支援し、市民生活の利便性向
上を図ります。

デジタル地域通貨機能を含む市民アプリの活用
を促進するため、商店会等への加盟店手数料の
補助など、市内事業者・加盟店等への支援を実
施します。

地域資源を生かした観光の
振興

デジタル地域通貨を通じた
市民生活の支援

令和８年度 令和７年度

消費の拡大や誘客の促進、地域商業の活性化に
つなげるため、地域資源であるスイーツ等のＰ
Ｒを行います。

市民アプリ活用促進に向け
た市内事業者等への支援

さいたまスイーツの魅力の
発信

市民アプリとの連携により学校集金サービスの
導入を拡大し、デジタル化による市民生活の利
便性向上や事務コストの削減を図ります。

市民アプリとの連携による
学校集金サービスの導入拡
大

市オリジナルの香りプロ
モーション

№ 区分 説明

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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（４）戦略的な企業誘致の推進
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

17 総振 334,658 334,351 Ⅱ-293
(334,658) (334,351)

〔産業展開推進課〕

（５）中小企業、成長産業の支援
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

18 総振 332,267 311,840 Ⅱ-289
(285,481) (264,658)

〔企業成長推進課〕

19 拡大 盆栽ビジネス創出支援事業 29,700 24,300 Ⅱ-289
総振 〔企業成長推進課〕 (14,850) (24,300)

20 　 22,063,624 24,051,387 Ⅱ-290
(30,982) (31,530)

〔企業成長推進課〕

21 総振 25,363 25,270 Ⅱ-289
(25,363) (25,270)

〔企業成長推進課〕

22 総振 ＳＤＧｓ経営の推進 21,091 19,325 Ⅱ-292
〔企業成長推進課〕 (20,427) (19,325)

23 総振 39,924 39,013 Ⅱ-294
(39,924) (39,013)

〔企業成長推進課〕

24 総振 国内外事業展開の支援 80,682 75,075 Ⅱ-294
〔企業成長推進課〕 (80,682) (75,075)

25 総振 33,254 33,122 Ⅱ-294
(33,254) (33,122)

〔企業成長推進課〕

26 総振 医療ものづくり都市の推進 43,985 49,049 Ⅱ-294
〔企業成長推進課〕 (43,985) (49,049)

制度融資による市内事業者
への金融支援

研究開発型ものづくり企業
の競争力強化

産学連携等によるイノベー
ション創出の支援

イノベーション創出による産業競争力の強化を
実現するため、市内企業の産学連携及び研究開
発等の取組を推進します。

臨床ニーズとものづくり技術のマッチング促進
や、市場化支援等を通じて、研究開発型ものづ
くり企業の医療・ヘルスケア機器関連分野への
新規参入・事業拡大を推進します。

独創性・革新性に優れた技術を持つ市内研究開
発型ものづくり企業を「さいたま市リーディン
グエッジ企業」として認証し、イノベーション
創出や国際競争力向上を支援します。

企業の事業機会の拡大を図るためのビジネス
マッチングを実施するとともに、欧州等におけ
る国際競争力向上を支援します。

（公財）さいたま市産業創造財団等と連携し、
創業に向けた窓口相談や専門家派遣を実施する
ほか、創業間もない成長志向の事業者に向けた
成長支援プログラム等を実施します。

ＳＤＧｓに意欲的に取り組む企業を認証し、Ｐ
Ｒ支援や認証企業同士の交流機会の創出など持
続可能な経営を支援します。

市内中小企業者及び創業者の経営の安定と向上
に必要な資金調達を支援します。

本市の優位性を生かした企業誘致活動を推進す
るとともに、官民連携による産業集積拠点の創
出に向けた事業化支援や都市計画手続、関係機
関との協議等を行います。

№ 区分

№ 区分

創業支援の充実による事業
創出・成長の促進

新たな盆栽ビジネスの創出に向けて、盆栽に関
するビジネスプランの事業化に向けた伴走支援
を実施します。

説明

説明

令和８年度 令和７年度

令和８年度 令和７年度

中小企業の生産性・付加価
値向上を通じた成長促進支
援

（公財）さいたま市産業創造財団と連携し、市
内中小企業の経営基盤強化と生産性・付加価値
向上に向けたＤＸ推進支援やブランディング支
援等を実施します。

地域優位性を生かした企業
立地の促進

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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（６）就労の推進と誰もが働きやすい環境づくり
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

27 総振 勤労者の就労環境の整備 19,733 19,768 Ⅱ-280
　 〔労働政策課〕 (19,733) (19,768)

28 拡大 88,018 86,624 Ⅱ-281
総振 (72,455) (76,695)

〔労働政策課〕

29 総振 5,336 5,233 Ⅱ-281
(5,336) (5,233)

〔労働政策課〕

  （７）外国人市民が暮らしやすいまちづくり

*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

30 総振 99,640 112,224 Ⅱ-280
(97,637) (107,765)

〔観光国際課〕

（８）農業の担い手の確保・育成、地産地消の推進

*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

31 総振 56,849 47,881 Ⅱ-282
(16,798) (23,571)

〔農業政策課〕

32 拡大 1,114,812 468,639 Ⅱ-282
総振 (67,212) (23,355)

〔農業政策課〕

33 総振 スマート農業等の推進 32,271 38,467 Ⅱ-282
(24,451) (18,307) Ⅱ-285

34 総振 7,622 7,760 Ⅱ-282
(7,542) (7,660)

〔農業政策課〕

国際交流の機会増加及び多
文化共生意識の醸成

農業の担い手確保・育成の
強化

農業交流施設の着実な整備
推進

〔農業政策課・見沼グリー
ンセンター〕

地場産農産物の流通・消費
拡大

説明

担い手確保のため、認定農業者や農業後継者を
育成支援するほか、新規就農希望者への研修を
実施します。

農の魅力を発信し、市内外からの来訪者を増や
すため、市内産農産物の直売機能や観光農園等
の情報発信機能等を備えた農業交流施設を整備
します。

農業経営の安定化のため、ＡＩやスマート農業
等の先進技術に関する農業者への情報発信及び
導入支援のほか担い手への農地集積を推進しま
す。

安全・安心な市内産農産物の生産、ＰＲによる
消費拡大、ブランド化、商品開発等のほか、環
境と調和のとれた持続性の高い農業生産活動の
支援を通じて地産地消を推進します。

№ 区分 令和８年度 令和７年度

多言語生活相談や日本語教室、ボランティア養
成講座、国際交流イベント等を実施します。

№ 区分 令和８年度 令和７年度 説明

市内勤労者等を対象に労働法等に関する講座の
開催やガイドブックの作成を行うとともに、勤
労者福祉サービスセンターが実施する福利厚生
事業への補助を行います。

求職者の世代、状況に応じた就労支援を実施す
るとともに、企業と求職者のマッチングや、女
性活躍・両立支援の取組の促進等により市内中
小企業等の人材確保を支援します。

市内小中学生を対象に実践的なビジネス体験プ
ログラムである「早期起業家教育事業」を実施
するとともに、市内工業高校生を対象に市内企
業への工場・現場見学会等を実施します。

№ 区分 令和８年度 令和７年度 説明

地域を支える産業人材の育
成

誰もが活躍できる就労支援
の充実

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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  （９）食を安定的に供給するための基盤整備
*( )内は一般財源 (単位：千円)

事業名 掲 載
〔事業所管課〕 ページ

35 拡大 農業用水路の整備 143,367 106,002 Ⅱ-284
総振 〔農業環境整備課〕 (18,667) (15,402)

36 総振 農業基盤の整備 20,544 35,982 Ⅱ-284
〔農業環境整備課〕 (1,244) (2,282)

37 拡大 68,163 31,588 Ⅱ-284
総振 (17,042) (7,898)

〔農業環境整備課〕

広く市民が享受している農地の有する多面的機
能の維持、発揮を図るために、地域における共
同活動を支援します。

農地の有する多面的機能の
維持、発揮の活動支援

№ 区分 令和８年度 令和７年度 説明

農業生産性を向上させるため、水路整備を行
い、安定した用水の確保、排水機能の強化及び
風水害時における水路機能等の向上を促進しま
す。

県営土地改良事業さいたま中央地区（見沼区膝
子地区等）において、ほ場の大区画化や、水路
整備等を実施し、土地改良事業を推進します。

〔区分〕新規：新規事業　拡大：拡大事業　総振：総合振興計画実施計画事業
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３　脱炭素化に資する主な取組一覧

（単位：kg-CO2）

課名等 事業名 取組の内容 CO2削減量

経済政策課（産業振
興会館）
農業者トレーニング
センター
見沼グリーンセン
ター

桜環境センターのグ
リーン電力活用

所管する施設において、桜環境センターで発電されたグ
リーン電力を活用することにより、温室効果ガスの削減
に努めます。

125,251.0

宮ヶ谷塔地区経済活
性化拠点整備室
観光国際課

会議のオンライン開
催

各種会議等をオンライン開催とすることにより、ペー
パーレス化を図り温室効果ガスの削減に努めます。

2.5

農業者トレーニング
センター

チラシ・案内図等の
電子化

チラシや周辺工事に関する迂回路等の案内図を電子化
し、紙による配布枚数を削減することにより、温室効果
ガスの削減に努めます。

0.4

農業政策課
農業関連イベントに
おける脱炭素啓発チ
ラシの配布・掲示

農業関連イベントにおいて脱炭素啓発チラシを配布・掲
示し、市民の行動変容を促すことにより、温室効果ガス
の削減に努めます。

673.4

農業環境整備課 環境ブースの出展
さいたま環境フェアに出展し、木材利用の促進及び森林
の公益的機能を広く周知することにより、温室効果ガス
の削減に努めます。

350.8

食肉中央卸売市場
公用車の使用回数の
削減

自転車や公共交通機関の利用を推進したり、本庁舎に行
く際に用件をまとめて済ませることで公用車の使用回数
を削減することにより、温室効果ガスの削減に努めま
す。

2.0
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４　見直し事業一覧

（単位：千円）

事務事業名 主な事業 主な見直しの理由及び内容 見直し額

雇用対策推進事業 就労支援の充実
過去の実績を踏まえ、事業手法を見直し、予算額を縮小
する。

△ 272

見沼グリーンセン
ター管理運営事業

スマート農業等の推
進

過去の実績を踏まえ、研修の実施回数を見直し、予算額
を縮小する。

△ 191

中小企業支援事業
中小企業の生産性・
付加価値向上を通じ
た成長促進支援

過去の実績を踏まえ、事業手法を見直し、予算額を縮小
する。

△ 396

中小企業支援事業
創業支援の充実によ
る事業創出・成長の
促進

過去の実績を踏まえ、支援内容を見直し、予算額を縮小
する。

△ 3,657

産業振興会館管理運
営事業

産業振興会館の維持
管理

電気需給について、契約先を見直し、予算額を縮小す
る。

△ 220

ＳＤＧｓ企業活動推
進事業

ＳＤＧｓ経営の推進
過去の実績を踏まえ、報酬額を見直し、予算額を縮小す
る。

△ 18

企業誘致等推進事業
戦略的な企業誘致活
動の推進

過去の実績を踏まえ、印刷部数を見直し、予算額を縮小
する。

△ 88

新産業育成支援事業
オープンイノベー
ションの推進

過去の実績を踏まえ、事業の周知方法を見直し、予算額
を縮小する。

△ 55

商店街振興事業
地域の特色を生かし
た商業活性化

市民アプリを活用した事業手法の見直しを行うことによ
り、予算額を縮小する。

△ 21,645
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